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出典：Lochard, J (2012) 第27回原安協シンポジウム資料より

 住民との対話からの結論 １（国際放射線防護委員会（ICRP）の見解） 

東京電力福島第一原子力発電所事故対応と
地域社会（1/2） こころへの影響 

 住民が事故の影響に関する情報を理解、評価でき、また放射線被ばくを減らす
ために周知された対策が行えるには、放射線防護の文化を醸成することが重要
である、とのことが参加者の間で認識された。

 住民自身がどこでいつどのように放射線に被ばくするかを知ることができるよ
うに、放射線状況についてのより詳しい把握が必要であることが認識された。 

 若い世代の県外避難と農業放棄の加速がもたらす将来の人口動態に対する強い
危機意識が、参加者により強調された。

 参加者は、汚染地域の人々、とりわけ結婚適齢期の人々が結婚し、子供を持つ
ことに対する差別の問題について、強く語った。 

 

 伝統的でありかつ一般的に行われている山菜の採集は、福島のコミュニティー
の絆を維持する上で文化的に重要である、と位置付けられた。 

　被災者の心理的支援には、現実的な問題の解決を助けたり、対処に役立つ情報を提
供することが有効であることが知られています。
　原子力災害の場合は、問題となる放射線影響を理解したり、放射線防護のための方
策を考える上で、専門的な知識を必要とします。
　チェルノブイリ原発事故でも、そして東京電力福島第一原子力発電所事故後も、専
門家と地域住民との対話が行われていますが、専門家からのサポートにより、被災者
自身が放射線の問題を解決できるようになると、心理的ストレスの低減にも大きな効
果があると考えられています。

本資料への収録日：平成 25 年３月 31 日
改訂日：平成 27 年３月 31 日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境省「放射線による健康影響等に関する統一的な基礎資料（平成27年度版）」 第3章 放射線による健康影響 




